
1．はじめに

本論文では地域社会に対する企業の社会活動に焦点を
当て、企業の機能または役割を再考する。具体的には経
営理念やそのもとでの企業の社会活動を調べることによ
り、企業は地域社会をどのように考え、どのような活動
を通じて地域社会に対してどのような存在でありたいと
考えているのか、その狙いとは何かを明らかにする。そ
の際、明治以降大阪で創業し、現在においても大阪に本
社を置いている企業を対象とし、各社が毎年発行してい
る環境・社会報告書や CSR 報告書を用いる。これらの
企業は創業 100年を超える老舗企業であり、業界での
リーディング・カンパニー、オンリワン、あるいはそれ
を目指す企業である。長年事業活動をしてきている企業
の活動の変化をみることは意義があるだろう。各社が地
域社会に対して行う社会活動は何を目的として、具体的
にどのような活動を行い、達成しようとしているのかを

調べることにより、企業の社会活動の意義を考える。
今企業は組織体制を見直したり、経済活動の透明性を

高めたりと、株主や顧客、従業員、取引先と企業の経営
に直接関係しているステークホルダーからの信頼を得る
ための活動を行っている。これは、最近企業の不祥事等
で企業倫理が強く求められるとともに、ステークホルダ
ーに対する企業の社会的責任の重要性が叫ばれているこ
とへの対応でもあり、企業の存続や持続的発展のためで
もある。一方、企業はこのような利益に直接関係してい
る経済活動の他に、スポーツや文化の振興等様々な社会
活動も積極的に取り組んでいる。その社会活動の対象と
なっているのが地域社会である。果たして、企業は何を
目的とし、地域社会に対する社会活動を行っているのだ
ろうか。企業の経済活動の中で生じた問題解決への取り
組みとしての企業の社会的責任によるものか、それとも
利益還元の意味をもつ社会への貢献という考えによるも
のなのか。地域社会に対する企業の社会活動の目的や活
動内容を再考することは、今における企業の存在意義や
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役割を明らかにできるという点で意味があるだろう。
したがって以下では、大阪で創業し現在も大阪に本社

を置く企業を対象に、各社が毎年発行している環境・社
会報告書や CSR 報告書を用いて、まず、活動の目的や
内容等を調べる。各社が何を目指し、地域社会に対して
どのような社会活動を行っているのかをみる。これよ
り、地域社会における企業の存在意義を考える。また、
地域社会における企業の社会活動は社会的責任によるも
のか、あるいは社会貢献によるものかをみる。これよ
り、企業が地域社会をどのように思い、どのような存在
でありたいと考えているのか、その企業像をみる。最後
に、分析結果をまとめる。

2．企業の地域社会活動の目的と意義

（1）企業の存在意義と活動
企業とは何か。これは企業が誰のために、何のために

存在するのかという問いに通じる。企業はその存在意義
を企業理念または経営理念として定めている。企業理念
または経営理念は、企業が誰のために、何を目指し、ど
のようにしていくかといった企業の目的や使命、実現方
向性を示すものであり、どのような企業でありたいかと
いう企業像をも表している。また、企業は企業理念また
は経営理念のもとで経済活動や社会活動を行うが、それ
らが社会またはステークホルダーから認められる場合、
その存在価値を高められる。
そこで、まず、地域社会に根差した企業はどのように

その存在意義を考えているのか、大阪で創業し現在にお
いても大阪に本社を置いている企業を取り上げ、その企
業理念または経営理念を調べてみる。ここでは、大阪企
業家ミュージアムが紹介している明治以降大阪で活躍し
た企業家と関わりのある企業の中で、各社が毎年発行し
ている環境・社会報告書または CSR 報告書を 2015年
までに継続してホームページで閲覧可能にしている企業
を対象としている。
図表 1は各社の概要を示している。それによると、

各社は老舗企業であるだけに当該業界において強みをも
っており、本業を通じて新しい価値を創造し社会貢献し
ていくとしている。また、行動指針の対象の欄には各社
が言及している順に従って列挙しているが、多くの企業
は顧客を優先していることがわかる。企業が企業理念ま
たは経営理念を具体的にどのように実現しようとしてい
るのかは、経営姿勢や経営指針、行動方針として定めて
いるが、そこで言及されるステークホルダーの順番を当

該企業の重視度として考えることができる。次に多く言
及されているのが社会である。ここで、社会とは社会全
体をいい、株主や顧客、従業員、取引先、地位社会とい
ったすべてのステークホルダーを含むものである。
一方、大阪という地元で創業し多くの企業が 100年

以上本拠地にしていながら、地域社会について行動指針
を定めている企業は 4社である。その中で、主な原材
料または主力製品・分野といった事業特性を考慮する
と、T 社や KR 社、NR 社は地域密着性が強い企業で
ある。これは、製品または事業分野において地域性が強
いと、地域社会をより強く意識した活動を行うことを意
味している。地域社会に対する行動指針をみると、T 社
は地域社会と良好な関係を維持・発展していくとし、
KR 社は地域社会から信頼される企業になると言ってい
る。
次に、各社は具体的にどのようなものを企業の価値と

して考えているのかを図表 2を用いてみる。それによ
ると、まず、各社は長年にわたり培った技術をさらに磨
き、他社が簡単に追随できない独自性の高い製品を企画
・開発することに努めている。このような独自性の高い
製品開発といった価値創造が企業の存在意義であり、企
業価値を高めるといえる。また、各社は社会または顧客
に役立つ当社ならではの価値創造を使命としている。企
業理念または経営理念に基づく行動により、企業は社会
からその存在が認められ信頼をも得る。前述のように、
企業は地域社会とよい関係を構築し、地域社会から信頼
を得られる企業でありたいと願っている。したがって、
社会またはステークホルダーからの企業に対する信頼も
企業価値となる。さらに、企業はこのような価値創造活
動が企業の成長となり、社会貢献につながることを願っ
ている。各社は持続的な社会の発展や持続可能な資源循
環型社会の実現、社会や未来を豊かにすることを目的と
している。
以上より、企業は本業を通じて社会またはステークホ

ルダーの中でも特に顧客に対して持続的に新たな価値を
提供するものであり、このような活動がステークホルダ
ーの夢の実現や社会の発展につながることを目指すもの
であり、企業自身の価値を高めていくものであるといえ
る。

（2）地域社会活動に対する企業の意識変化
最近、企業は企業理念または経営理念を実現するべく

利益に直接関係する経済活動の他に、地域社会に対して
様々な社会活動を行っている。また、その活動の内容や
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実績を環境・社会報告書または CSR 報告書という名称
で地域社会または社会に対して公開している。このよう
な企業の社会活動は社会的責任によるものか、それとも
社会貢献として行っているものか。ここでは、報告書の

発行目的や改称の変化から考えることにする。
各社が発行している報告書の編集方針や社長のメッセ

ージ等によると、多くの企業は、報告書をステークホル
ダーとのコミュニケーションツールとして発行してい

図表 1 大阪で創業・本社を置く企業の概要（2015年）

創業年数
（年）

主な原材料
又は主力分野 企業理念又は経営理念 行動指針

の対象

T 社 116 建築 最良の作品を世に遺す。
・顧客・社会
・従業員
・地域社会

K 社 110 パルプ 一人ひとりの成功・成長をサポートすることで、社会全
体のじわじわと豊かにしていく。 －

KT 社 106 鉄鋼 独自の技術と製品・サービスで社会の生命線と人々の暮
らしを守る。

・社会
・顧客
・従業員

R 社 106 段ボール たゆみない意識改革と技術革新を通じてパッケージ（包
装）の新たな価値を創造し続ける。

・顧客
・従業員
・地域社会

N 社 66 肉製品 「食べる喜び」をお届けすることによって皆さまの健や
かな暮らしに貢献する。

・顧客
・社会

Y 社 103 農業機械
自然と共生し生命の根幹を担う食料生産とエネルギー変
換の分野でお客様の課題を解決し未来につながる社会と
より豊かな暮らしを実現する。

・顧客
・社会

A 社 139 樹脂 個性を伸ばし技術とサービスでみんなの夢を実現する。 －

KR 社 109 鉄道 人の暮らしに夢と希望と信頼のネットワークを築いて、
快適な生活環境を創造する。

・地域社会
・顧客
・株主
・従業員

NR 社 130 鉄道 英知と活力で未来を開く。
・社会
・顧客
・従業員

NJ 社 134 環境保全装置 技術と誠意で社会に役立つ価値を創造し、豊かな未来に
貢献する。

・顧客
・従業員
・株主

H 社 98 動力伝動装置 技術力を駆使して、世界の顧客にベスト・バリューを提
供する。

・顧客
・社会
・地域社会
・取引先

（出所）各社のホームページから作成。

図表 2 各社の考える企業価値と目指すもの

（出所）図表 1を参照。
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る。報告書では事業活動を紹介し、ステークホルダーに
対してその理解を求めている。例えば、NR 社や Y 社、
H 社は地域社会とのコミュニケーションは重要な社会
的責任であるとしている。地域社会との信頼関係を構築
することをその目的としている。すなわち、企業は、地
域は企業の事業拠点であるので、地域社会から事業活動
を理解してもらうのは企業の使命を果たすことであると
考えている。
このような企業の意識に変化があったのかを報告書の

改称を通じてみることにする。図表 3によると、まず、
「環境・社会報告書」は主に 2007年に発行されている
ことがわかる。2000年代半ばにおいて企業が地域社会
に対する社会活動を意識し、その取り組みに積極的にな
っているといえる。しかし、2000年代後半になると、
「環境・社会報告書」から「CSR 報告書」へと改称す
る、または、CSR 報告書として初めて報告書を発行す
る企業が目立つ。
Y 社は環境・社会報告書の発行を環境・社会に対す

る考え方や取り組み状況を簡潔かつ誠実に伝えることを
目的としている。報告書を通じて当社をより深く理解し

てもらい、ステークホルダーとの信頼のパートナーシッ
プが構築されることを祈願している。また、CSR 報告
書の発行においては、環境・社会に対する考え方や取り
組み状況、実績を報告し、ステークホルダーと双方向の
コミュニケーションを通じて活動内容の向上につなげて
いくことを目的としている。他に、KR 社も CSR 報告
書への改称について、企業の社会的責任への関心が高ま
ったことや当社の事業活動を地域住民に理解してもらう
ためであるとしている。地域社会活動に積極的に参加す
るとともに、事業活動に関する情報を開示することで、
地域社会とのコミュニケーション活性化に力を入れてい
る。
また、他社より早い時期から報告書を発行している企

業において、CSR 活動に加えて、経済活動の内容をも
含むコーポレートレポートを発行している。このレポー
トにおいて、T 社は 2014年に会社案内（事業概要紹
介）とサステナビリティレポート（CSR 活動報告）を
統合している。H 社は、2010年からコーポレートレポ
ートと改称し、会社案内、アニュアルレポート、環境・
社会報告書を一つに統合している。情報ツールを一つに

図表 3 企業の活動に関する報告書改称の流れ

1997年1999年2001年 2003年 2004年 2005年 2007年 2008年 2009年 2010年 2012年 2014年
T 社
（環境）

T 社
（＋社会）

T 社
（サステナビリティ）

T 社
（コーポレート）

K 社
（環境）

K 社
（＋社会）

K 社
（CSR）

R 社
（環境）

R 社
（＋社会）

N 社
（環境）

N 社
（＋社会）

Y 社
（環境）

Y 社
（＋社会）

Y 社
（CSR）

A 社
（環境）

A 社
（＋社会）

KR 社
（環境）

KR 社
（CSR）
NR 社
（環境）

NR 社
（＋社会）

NR 社
（CSR）
NJ 社
（環境）

NJ 社
（＋社会）

H 社
（＋社会）

H 社
（コーポレート）

TM 社
（CSR）

D 社
（CSR）
TB 社
（CSR）

（注）1）報告書は各社のホームページに公開しているものを対象としている。
2）環境は環境報告書、（＋社会）は環境・社会報告書、（社会＋）？は社会・環境報告書、CSR は CSR 報告書、サステナビリテ
ィはサステナビリティレポート、そしてコーポレートはコーポレートレポートを指す。
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することで、ステークホルダーに対して同一で公正な情
報を提供するなど、その経営の透明性を高めることや、
ステークホルダーとのコミュニケーション活動の充実を
図る狙いである。
このような報告書作成の普及および改称の変化には、

企業の外的要因による影響が大きいといえる。すなわ
ち、2002年の GRI による「持続可能性報告書」のガ
イドラインが発行されたことや 2005年 4月に環境配慮
促進法が施行されることがあげられる。環境省（2005）
によると、1990年代にはじめ、環境問題が深刻化する
と、先進国の企業が環境対策に取り組み始める。また、
1997年にはグローバル・リポーティング・イニシアテ
ィブ（GRI）が設立され、環境のみならず、持続可能な
発展に向けた「持続可能性報告書」のガイドラインを作
成し普及を図る「GRI ガイドライン 2002」が発行され
る。このような世界情勢により、日本でも同時期に環境
報告書の作成が急速に進むと、2005年には環境配慮促
進法が施行され、大企業に対しても環境報告書を自主的
に公表するよう努力規定が設けられたのである。

各社も GRI ガイドラインを参考して報告書を作成し
ていて、環境・社会報告書から CSR 報告書への改称に
おいて、改称された年度の報告書の見出しの変化をみる
と、地域社会を含む社会、地域社会を含むステークホル
ダーという言葉をキーワードにし、社会のかかわり、ス
テークホルダーとともにといった見出しを付けている
（図表 4）。
また、各社は CSR 報告書において、グループ全体で

取り組んでいくことを強調している。これは企業全体で
組織的・体系的に取り組むとの考えの表しであろう。こ
れには、企業の内的要因が関係していると考えられる。
すなわち、2000年代半ばにおいて多くの企業が創業周
年を迎える時期であることや、それに伴う社長交代や新
経営計画の策定も行われたことによるものであると解釈
できる（図表 5）。
これらの結果より、環境・社会報告書から CSR 報告

書への改称や、それにともなう社会性報告における見出
しの変化から、地域社会に対する企業の社会活動は社会
貢献を含む社会的責任の性質が強くなったと考えられ

図表 4 報告書改称年における各社の社会活動に関する見出しの変化

環境・社会報告書 CSR 報告書 コーポレートレポート
T 社 ●社会の人々とともに

・地域への貢献
●地域社会の持続的発展に寄与する
・地域との交流

●ステークホルダーとともに
・地域社会－地域社会の持続的発展
に寄与する。

K 社 ●社会性報告
・社会・地域とのかかわり

●社会性報告－社会とのつながりを
大切にするために

・社会とのかかわり
－

R 社＊ ●社会報告
・地域社会に対して

●社会とともに
・地域社会貢献活動 －

N 社＊ ●社会活動
・社会・地域活動

●社会
・地域社会活動 －

Y 社 ●社会性報告
・社会との関わり

●社会性報告
・社会との関わり －

A 社＊ ●社会性報告
・地域・社会とのかかわり－コミュ
ニケーション

●社会性報告
・地域・社会とのかかわり －

KR 社
－

●地域社会のために
・明日を担う世代のために
・地域社会とのコミュニケーション

－

NR 社 ●社会性報告
・地域社会とともに

●社会性報告
・沿線活性化の推進／
社会貢献活動

－

NJ 社＊ ●社会性報告
・地域社会との共生
－社会貢献活動

●社会性報告
・地域社会との共生 －

H 社 － ●社会性報告
・社会とのかかわり

●CSR 編
・社会活動

（注）ここで、＊社は環境・社会報告書の名称で継続して報告書を発行している企業である。したがって、CSR 報告書の欄には最
新の報告書である 2015年度の内容を用いている。
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る。企業は自分を地域社会の一員として位置づけ、その
役割を明確にしようとしている。また、地域社会との共
生を強く意識している。報告書のなかに経済性に関する
内容を含めたり、地域社会を含めた社会やステークホル
ダーという言葉を用いるなどそのかかわりを広げるとと
もに確かなものにしようとしている。このような地域社
会に対する企業の積極的な姿勢は何を意味するのか。以
下では地域社会に対する企業の具体的な社会活動の内容
を調べることにより、企業の存在意義または価値を考え
る。

（3）地域社会との共生を目指す企業の社会活動の意義
ここでは報告書の改称にともない、地域社会に対する

企業の社会活動にはどのような変化があったのかをみ
る。また、その変化が何を意味するのかを考える。
図表 6は報告書の改称が行われた年度における各社

の地域社会に対する社会活動の目的と内容を表してい
る。それによると、まず、目的をみると、CSR 報告書
において「地域とともに」とか、「地域との共生」、「地
域との協働」といった地域とのパートナーシップを強調
していることがわかる。これには、地域社会とのかかわ
りを強調することに比べて、より積極的な企業の姿勢が
みられる。また、共生という言葉が意味するように、地
域社会との信頼関係の構築が企業の発展につながるとい
う発想から、地域社会の一員として、企業市民として地
域社会の発展も同時に追求していくことが企業の使命で
あり、企業の社会的責任であるとしている。
また、このような企業の積極的な姿勢はその活動にお

いてもみられる。CSR 活動の内容をみると、地域社会
とのかかわりをもつことを目的としていた時期に比べ
て、自治体あるいは地域の団体と連携して取り組むこと
が増えている。地域社会の活性化において、地域の人々
を巻き込んでの取り組みが不可欠であることから、ま
た、地域の文化やスポーツの振興も地域の発展につなが
るので、各社はグループ全体で地域との協働、コミュニ
ケーション活動を行っている。

図表 6 報告書改称年における各社の地域社会活動の目的と内容

目的 内容
環境・社会 CSR 環境・社会 CSR

T 社 ・明日の社会を担う人材
が育まれることを願
う。

・地域社会の持続的発展
に寄与する。

○文化活動
・学生の奨学支援
・本業関連の歴史館運営
・本業関連の企画展

○地域との交流
・事業所での地域 PR ポスター展示
・作業所内の工事内容等を紹介する情報
センター開設

・作業所親子見学会
・作業所の子供塗り絵張り

K 社 ・社会・地域とのかかわ
り

・社会とのつながりを大
切にするために

○環境保全活動
・植林の実施
・募金活動
・緑化事業
・子供の環境教育への協賛
・環境保護イベント
○地域活動
・美化活動への参加

○環境保全活動
・森林保全活動
・緑化事業の推進
・自治体の子供の環境教育取り組みを支
援

R 社＊ ・地域社会の声を環境保
全活動に活かす。

・企業市民として地域社
会に貢献する。

○環境保全活動
・地域イベントへの参加
・体験学習
・工場見学
・グリーン活動
・NPO 団体による環境負荷低
減活動の支援など

○生物多様性の保全活動
・生態系造成地の地域住民への開放
・子供たちへの出前授業
・工場見学
・NPO 団体と協同での包装削減活動
・出展やプロジェクトへの参加

図表 5 各社の報告書の改称または発行初年度

改称または発行初年度 企業内状況
T 社 2007年 2009年創立 110周年
K 社 2004年 2005年創業 100周年
R 社 2010年 2009年創業 100周年
N 社 2008年 2007年社長交代
A 社 2007年 2006年創業 130周年
KR 社 2007年 2006年創立 100周年

社長交代
NR 社 2007年 社長交代
NJ 社 2010年 2011年創業 130周年

新中期計画の最終年度
H 社 2006年 創業 90周年

（出所）図表 1を参照。
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N 社＊ ・豊かな社会づくりに役
立てる。

・地域社会のサポートに
つながる活動を幅広い
視点から推進する。

○自然保護活動
・出前授業
・地域イベントへの参加

○スポーツを通した交流
・子どもへのスポーツ指導
○事業関連の活動
・試合の日に最適なお弁当や食事のアド
バイス

・小学校対象の出前授 業
○地域活動
・まちづくりイベント等への参加と協賛
○自然保護活動
・森林触れ合いイベントへの協賛
・地域の環境活動サポート

Y 社 ・地域社会に支持され、
育てられてきたので、
感謝の気持ちで取り組
む。

・地域とともに豊かな社
会の実現をめざす。

○文化活動
・スポーツ教室やイベントの開
催

・事業分野に関する学生の論文
・作文募集、子供の絵画展

・奨学支援・学生寮運営
○地域活動
・清掃活動など

○文化活動
・事業関連の学生懸賞論文・作文募集・
子ども絵画展

・自治体や他企業とともに、スポーツ教
室やイベント開催

・奨学支援
○地域活動
・清掃活動など

A 社＊ ・さまざまな貢献活動で
信頼される企業を目指
す。

・さまざまな貢献活動で
信頼される企業を目指
す。

○文化活動
・奨学金の創設
・子供の健全な育成を目的とす
る音楽プロジェクトへ協賛

○地域活動
・地域イベントへの参加
・美化・清掃活動

○環境保全活動
・講演会
・社会体験研修
・小学校での出前授業
・森林再生ボランティア
○地域活動
・美化・清掃活動
・植林ボランティア

KR 社

－

・地域との連携を深め、
地域活性化に努める。

－

○明日を担う世代のために
・こども 110番
・学生への体験学習会・見学会の実施
○地域社会とのコミュニケーション
・地域団体や自治体のイベントへの協力
・学生と協力し、期間限定イベント開催
・インフォメーションセンター運営によ
る工事内容に関する展示や工事情報等
の提供

・建設現場見学会
NR 社 ・地域社会とともに活力

ある街づくりを推進す
る。

・地域と協働して地域活
性化を推進する。

○事業活動関連
・体験イベントの開催
・見学会の実施
○文化振興活動
・音楽会館の運営
・募金協力

○地域 PR 活動
・観光団体と期間限定のカフェ共同運営
・ハイキングイベント開催
○地域交流
・作業実演やパネル展示
・見学会
○文化振興活動
・地元のスポーツクラブと協力し、青少
年の指導や練習見学会、スポーツ大会
の実施

・楽団と協働し、子供を対象とするコン
サートへの招待や音楽指導、共演

NJ 社＊ ・地域社会と共生して、
それぞれの立場で、社
会貢献することを目指
す。

・地域社会と共生して、
それぞれの立場で、社
会貢献することを目指
す。

○環境活動
・清掃活動
・イベントへの参加
・募金活動

○環境活動
・小学校での特別授業
・エコキャップ回収運動
○地域活動
・地域社イベントへの参加
・ボランティア活動
・清掃活動

H 社 ・ステークホルダーとの
かかわりを重視する。

・ステークホルダーとの
良好な関係を維持す
る。

○地域社会との連携
・シンポジウムへの参加

○地域社会とのコミュニケーション
・地域イベントへの参加
・清掃活動

（出所）各社の報告書により作成。
（注）ここで、CSR 活動の目的と内容において、CSR 報告書を発行していない企業は、2015年環境・社会報告書の内容である。
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一方、図表 1と 6を用いて作成した企業の事業特性
と地域社会に対する企業の社会活動との関係を表す図表
7を用いると、環境性の強い企業は環境活動に、地域性
の強い企業は文化活動に集中している傾向をもつ。ま
た、図表 6が示すように、地域性の高い企業における
地域活動への参加であっても、清掃活動が主になってい
る。この意味でも、地域社会との協働による企業の社会
活動の多様性は大いに期待できる。
これより、今地域社会に対する企業の社会活動は社会

貢献活動を含めた社会的責任の性格が強くなっていると
いえる。それは企業による一方的な社会活動ではなく、
地域社会との双方的なものであり、このような相互関係
を基盤とした共生関係では新たな価値が創造され、豊か
な地域社会または社会への発展につながるだろう。ま
た、企業と地域の交流が活発である、すなわち、情報交
換が活発に行われるところでは相手を尊重する姿勢がベ
ースにあるので、それにかかわる人々や企業は自分の人
間性や価値をより高めようと努力するだろうし、このよ
うな人々の人間性や企業の存在が尊重される地域社会は
発展した社会であろう。

3．おわりに

本論文では最近企業が経済活動の他に地域社会に対し
て積極的に行っている社会活動の目的やその活動内容を
調べることにより、企業の存在意義や役割を再検討し
た。これについて、本論文では明治以降大阪で創業し今
においても大阪に本社を置く老舗企業を対象とし、各社
毎年発行している環境・社会報告書や CSR 報告書の内
容を調べると、地域社会に対する企業の社会活動が本業
と社会貢献活動を含む社会的責任の性質が強くなってい
る。

まず、多くの企業は 2000年代半ばから環境・社会報
告書から CSR 報告書へと改称しているが、そこでは地
域社会に対する企業の社会活動の目的の変化がみられ
る。すなわち、地域社会とかかわりをもつことで事業活
動への理解を深めるといった目的から、地域社会を含む
社会や地域社会を含むステークホルダーととともに持続
的な発展を目指すとしている。これは単なる地域社会と
だけでなく、地域社会を含む社会と地域社会を含むステ
ークホルダーとの信頼関係の構築を目的とするものであ
る。
そのため、CSR 報告書には、地域社会に対する社会

活動をグループ全体で体系的に取り組むことや、社会活
動に加えて経済活動に関する内容や実績に関する情報を
も開示している。また、地域イベントに参加したり、企
業独自に行った社会活動の内容や実績を地域社会に対し
て情報開示するのではなく、地域社会との協働を通じて
交流を活発にし、情報を交換する活動を行っている。な
かでも、事業が地域性の強い企業はこのような傾向が強
い。
しかし、地域社会に対する社会活動に関する企業の社

会的責任の強まりは、その活動内容にはまだ反映されて
いないようにみえる。自治体や地域団体との協働による
プロジェクトへの取り組みは増えているが、環境・社会
報告書で開示している地域社会に対する企業の社会活動
内容とあまり変化していない。しかし、今において環境
問題への取り組みが企業の社会的責任として、社会貢献
として捉えられ、経済活動に直接関係するものになって
きているように、地域社会との協働による社会活動が続
くのであれば、地域社会の抱える問題を解決する内容に
なると期待できる。
このように、地域社会に対する企業の社会活動は地域

社会の活性化から地域社会とともに発展していくものへ
と進展している。その協働活動の中で、企業は長年の事
業活動から蓄積してきている企業の経営資源を活かすこ
とでその役割を果たすとき、地域社会からその存在を認
められるだろう。また、共存関係のベースに相手に対す
る尊重があるので、企業と地域社会との協働において
も、互いにその存在や人間性を尊重するための努力が行
われ、企業価値だけでなくその活動にかかわる人々の人
間性も向上するといえる。したがって、今はじまる企業
と地域社会の協働による社会活動は地域社会の経済成長
や文化の振興による発展だけでなく、互いが存在を認め
合い尊重する人間性の高い人々となる地域社会をも創出
する未来につながる新たな価値を創造するものになって

図表 7 企業の事業特性と地域社会活動との関係

環境活動 文化活動

環境性

N 社
A 社
K 社
R 社
NJ 社

N 社
A 社

地域性 －

T 社
Y 社
KR 社
NR 社

（出所）図表 1と 6を参照。
（注）ここで、文化活動とはスポーツ、文化、次世代

人材育成等である。

１６



いくと考える。
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